
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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三木市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

財政力指数　：　ここ３年度間は０．７程度となっており、類似団体平均を若干下回る水準となっている。今後は、職員の人件費
　　　　　　　　　　の削減や投資的経費の抑制など歳出面の徹底的な見直しを行うことにより、財政の健全化を図る。
経常収支比率　：　市税、地方交付税、臨時財政対策債等の減少により経常一般財源収入が減少した一方で、歳出面におい
　　　　　　　　　　　ては、経費節減の取組みなどにより物件費、補助費等が減少したものの、人件費や公債費が増加したことか
　　　　　　　　　　　ら、経常経費充当一般財源が増加し、昨年度に比べ、３．７ポイント悪化した。
起債制限比率　：　標準税収入が微増（０．２％）したものの、臨時経済対策により実施した事業等に係る元利償還の本格化に
　　　　　　　　　　　　より０．７ポイント悪化し、昭和５３年度以降では最悪の数値となっている。今後は、起債の新規発行を償還
　　　　　　　　　　　　額の半分以下に抑制するなどの措置を取り、公債費負担の健全化を図る。
人口１人当たり地方債現在高　：　臨時経済対策により実施した事業等に係る元利償還の本格化により、類似団体平均を約１７
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万円上回っている。今後は、新規発行額の抑制に努め、平成２１年度までに地方債残高を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００億円程度減少させる。
ラスパイレス指数　：　類似団体との比較においては平均水準であるが、近隣市の中ではやや高い水準にある。１６年度から昇
                           給延伸及び昇給停止年齢の引下げを行っているが、今後も一定の期間を定めて給与抑制措置を行い、
                           より一層の給与の適正化に努める。
人口1,000人当たり職員数　：　昭和４０年代からはじまった人口増による行政需要に対応するため、職員を大幅に採用したこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　により、類似団体平均をやや上回っている。今後は、委託化が可能な事業については、積極的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に委託するなどにより、職員数の適正化を図る。


